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　　　（単位：千円・％）

令和　２　年度 令和　元　年度

 会計名 予　 　算　 　額 予　 　算　 　額 増減率

83,805,000 83,165,000 640,000 0.8 

国民健康保険会計 16,235,360 16,281,455 △ 46,095 △ 0.3 

後期高齢者医療会計 2,448,438 2,403,564 44,874 1.9 

介護保険会計 15,053,443 14,781,284 272,159 1.8 

中島霊園事業会計 61,646 62,654 △ 1,008 △ 1.6 

簡易水道事業会計 112,394 △ 112,394 皆減

農村下水道事業会計 141,854 △ 141,854 皆減

ばんえい競馬会計 29,087,268 23,568,441 5,518,827 23.4 

駐車場事業会計 78,976 83,661 △ 4,685 △ 5.6 

空港事業会計 2,443,719 2,191,489 252,230 11.5 

65,408,850 59,626,796 5,782,054 9.7 

収　入 5,530,063 6,018,498 △ 488,435 △ 8.1 

支　出 6,931,147 7,516,795 △ 585,648 △ 7.8 

収　入 6,245,278 6,083,358 161,920 2.7 

支　出 7,538,853 7,474,189 64,664 0.9 

収　入 11,775,341 12,101,856 △ 326,515 △ 2.7 

支　出 14,470,000 14,990,984 △ 520,984 △ 3.5 

収　入 160,989,191 154,893,652 6,095,539 3.9 

支　出 163,683,850 157,782,780 5,901,070 3.7 

令和２年度　各会計　予算総括表

企　業　会　計　合　計

総 合 計

区  分 比　較　増　△　減

一 般 会 計

特 別 会 計 合 計

水道事業会計

下水道事業会計
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　　　　　（単位：千円・％）

各会計 予算額の推移
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（単位：億円）

会計

年度 予　算　額 伸　率 予　算　額 伸　率 予　算　額 伸　率 予　算　額 伸　率

80,371,000 △ 0.3 42,756,298 3.5 12,660,140 △ 3.8 135,787,438 0.5

78,345,000 △ 2.5 43,687,321 2.2 14,026,044 10.8 136,058,365 0.2

77,911,000 △ 0.6 44,448,720 1.7 12,737,843 △ 9.2 135,097,563 △ 0.7

79,654,175 2.2 45,328,445 2.0 15,394,326 20.9 140,376,946 3.9

81,807,000 2.7 50,086,804 10.5 15,318,344 △ 0.5 147,212,148 4.9

83,731,000 2.4 51,824,008 3.5 15,171,329 △ 1.0 150,726,337 2.4

83,782,000 0.1 54,495,392 5.2 14,575,831 △ 3.9 152,853,223 1.4

82,744,507 △ 1.2 55,695,940 2.2 14,581,374 0.0 153,021,821 0.1

83,165,000 0.5 59,626,796 7.1 14,990,984 2.8 157,782,780 3.1

83,805,000 0.8 65,408,850 9.7 14,470,000 △ 3.5 163,683,850 3.7

※平成26年度、平成30年度は骨格予算を編成した年度であり、６月補正後の金額である

一般会計 特別会計 企業会計 全会計

平成２３年度

平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

平成３０年度

令和２年度

令和元年度
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(歳　　入) （単位：千円、％）

区分

科目 予算額　(A) 構成比 予算額　(B) 構成比 予算額　(A-B) 増減率

5. 市 税 22,742,254 27.1 22,954,949 27.6 △ 212,695 △ 0.9 

10. 地 方 譲 与 税 1,072,872 1.3 1,060,019 1.3 12,853 1.2 

15. 利 子 割 交 付 金 13,752 0.0 37,750 0.0 △ 23,998 △ 63.6 

16. 配 当 割 交 付 金 41,787 0.1 57,996 0.1 △ 16,209 △ 27.9 

17. 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 19,911 0.0 49,814 0.1 △ 29,903 △ 60.0 

18. 法 人 事 業 税 交 付 金 152,923 0.2 0.0 152,923 皆増

19. 地 方 消 費 税 交 付 金 3,899,893 4.7 3,630,883 4.4 269,010 7.4 

30. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 0.0 75,042 0.1 △ 75,042 皆減

31. 環 境 性 能 割 交 付 金 61,090 0.1 44,766 0.0 16,324 36.5 

35. 国有提供施設等所在
市町村助成交付金 223,610 0.3 223,122 0.3 488 0.2 

37. 地 方 特 例 交 付 金 143,190 0.2 310,470 0.4 △ 167,280 △ 53.9 

40. 地 方 交 付 税 13,945,608 16.6 13,635,946 16.4 309,662 2.3 

45. 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 24,401 0.0 25,220 0.0 △ 819 △ 3.2 

50. 分 担 金 及 び 負 担 金 372,094 0.4 538,567 0.6 △ 166,473 △ 30.9 

55. 使 用 料 及 び 手 数 料 2,263,058 2.7 2,328,275 2.8 △ 65,217 △ 2.8 

60. 国 庫 支 出 金 15,396,392 18.4 14,959,233 18.0 437,159 2.9 

65. 道 支 出 金 5,654,078 6.7 5,610,451 6.7 43,627 0.8 

70. 財 産 収 入 259,667 0.3 62,122 0.1 197,545 318.0 

75. 寄 附 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

80. 繰 入 金 407,906 0.5 398,327 0.5 9,579 2.4 

85. 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

90. 諸 収 入 12,064,059 14.4 12,096,038 14.5 △ 31,979 △ 0.3 

95. 市 債 5,046,453 6.0 5,066,008 6.1 △ 19,555 △ 0.4 

83,805,000 100.0 83,165,000 100.0 640,000 0.8 

令 和 2 年 度 令 和 元 年 度 比　較　増　△　減

合 計

令和２年度　一般会計　当初予算　歳入歳出総括表
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(歳　　出) （単位：千円、％）

区分

科目 予算額　(A) 構成比 予算額　(B) 構成比 予算額　(A-B) 増減率

5. 議 会 費 345,862 0.4 359,196 0.4 △ 13,334 △ 3.7 

10. 総 務 費 1,904,385 2.3 2,487,413 3.0 △ 583,028 △ 23.4 

15. 民 生 費 32,447,864 38.7 31,795,538 38.2 652,326 2.1 

20. 衛 生 費 3,252,062 3.9 3,244,806 3.9 7,256 0.2 

25. 労 働 費 87,803 0.1 101,440 0.1 △ 13,637 △ 13.4 

30. 農 林 水 産 業 費 3,661,326 4.4 3,849,606 4.6 △ 188,280 △ 4.9 

35. 商 工 費 8,409,110 10.0 9,865,507 11.9 △ 1,456,397 △ 14.8 

40. 土 木 費 4,626,348 5.5 4,656,383 5.6 △ 30,035 △ 0.6 

45. 消 防 費 1,939,225 2.3 1,881,941 2.3 57,284 3.0 

50. 教 育 費 6,233,622 7.4 5,517,739 6.6 715,883 13.0 

55. 公 債 費 8,375,886 10.0 8,645,328 10.4 △ 269,442 △ 3.1 

60. 諸 支 出 金 1,534,854 1.8 1,406,827 1.7 128,027 9.1 

65. 職 員 費 10,946,653 13.1 9,313,276 11.2 1,633,377 17.5 

70. 予 備 費 40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0 

83,805,000 100.0 83,165,000 100.0 640,000 0.8 

令 和 2 年 度 令 和 元 年 度 比　較　増　△　減

合 計
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一 般 会 計　市 債 の 状 況

市債残高の推移

（単位：億円）

（単位：億円）

市債発行額の推移
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一 般 会 計　基 金 の 状 況

基金残高の推移

（単位：億円）
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※1 事業費には3月補正予算による繰越（予定）額を含む ※2 ★新規事業、◎拡充事業 ※3事業費については総額を記載

・ フードバレーとかち構想の推進 （7,943千円）

十勝の食の高付加価値化、6次産業化の推進

・ 十勝・イノベーション・エコシステム （39,813千円）

起業家の育成

フードバレーとかち人材育成

とかち・イノベーション・プログラムの実施

十勝ドリームマップ会議の開催

総合コーディネート機能の整備

・ 新事業創発の加速化 (34,254千円）

「LAND」の管理・運営

十勝の起業家磨き上げ

事業創発先進地視察

十勝ものづくり総合支援

・ 西3・9周辺地区の市街地再開発（925,641千円）

・ 西19条北工業団地の造成・予約販売

★元気な中心市街地づくりの促進 （5,000千円）

・国際友好都市との周年記念事業 （4,987千円）

・首都圏プロモーション活動 （30,000千円）

・十勝アウトドアブランディング事業（31,570千円）

・空港民間委託の準備業務 （45,100千円）

◎アイヌ伝統舞踊観光コンテンツ化 （2,500千円）

・フードバレーとかちマラソンの開催 （11,000千円）

・インフラの整備 （2,633,518千円）

道路、公園、上下水道の整備

・公営住宅の整備 （427,681千円）

大空団地3街区（空）の建替え等

・合併処理浄化槽の整備 （58,501千円）

★上下水道料金体系の検証

（510千円）

・都市部と農村部の上下水道

一元管理（R2.4月～）

・公共施設の長寿命化 （639,473千円）

橋りょう、公園、公営住宅、火葬場、下水道

・道路舗装の補修 （45,500千円）

・とかち帯広空港の整備 （1,731,900千円）

滑走路・灯火の更新改良等

・稲田浄水場等の施設整備（275,283千円）

・終末処理場の施設改修 （66,000千円）

・ 介護保険施設等の整備支援 （244,104千円）

・ 低所得者の介護保険料の軽減強化（202,107千円）

◎コミュニティ・スクール実施校の拡充（702千円）

★「おびひろ市民学」の実施 （4,204千円）

◎学校の情報セキュリティ強化 （4,196千円）

◎大型提示装置等の整備 （9,346千円）

◎中学校パソコン教室の端末更新 (20,607千円）

一部分離型タブレット端末に更新

・学校施設の長寿命化 （1,174,478千円）

大空地区義務教育学校の整備

個別改修

・学校トイレの洋式化 （32,926千円）

★動物園プロモーション動画の制作

（1,760千円）

新たな時代を切り拓く をつくる

安心して暮らし続けられる をつくる

総額 1,139,306千円 総額 3,591,367千円

総額 7,190,474千円

・地域防災の強化 （159,653千円）

指定避難所等の水道直圧化

指定避難所の暖房設備の更新

★緊急情報を一斉配信するシステムの導入

◎液体ミルクの備蓄

★国土強靭化地域計画の策定

・除雪車両の増車 （24,464千円）

★耐震改修促進計画の策定 （2,035千円）

・柏林台出張所の整備 （274,971千円）

・水槽付消防ポンプ自動車の更新（59,329千円）

・上下水道の災害対策 （5,140千円）

備蓄庫の実施設計、備蓄資器材の購入

持続的に発展する地域 をつくる

まち

経済 ひと

★東京オリンピック聖火リレー関連イベント・

パラリンピック採火式の開催（1,300千円）

★歩数計アプリを活用した健康意識の向上 （950千円）

★ロタウイルスワクチンの定期接種化 （12,954千円）

★生活保護受給者に対する健康管理支援（1,068千円）

◎へき地保育所の認可化及び民間移管（347,352千円）

◎新制度に移行する認定こども園等への施設給付を開始

（1,187,771千円）

◎児童保育センターのクラブ増設 （771,680千円）

◎家庭生活支援員の派遣対象範囲の拡大 （345千円）

・地域優良賃貸住宅の整備支援 （36,000千円）

子育て世帯向け優良賃貸住宅整備に対する支援

・中島緑地の整備 （131,408千円）

◎森林整備の促進 （7,071千円）

◎農村地区の多面的機能

保全向上に対する支援（186,854千円）

★東京パラリンピック参加国

の合宿受け入れ（198千円）
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

地域防災強化事業

指定避難所等の環境整備 13,900 13,900
市債

13,900 　・指定避難所　5施設
　　　啓西小、豊成小、つつじが丘小、第一中、第七中
　・災害対応拠点　1施設
　　　保健福祉センター

144,200 144,200 指定避難所のボイラーを更新

市債 　・対象施設
144,200 　　　帯広の森コミュニティセンター、プラザ六中、

　　　第五中、緑園中、帯広の森体育館
　　　　（プラザ六中及び学校施設については天然ガス化）

一斉情報伝達システムの導入（新規） 1,351 1,351 携帯電話やスマートフォンを持たない市民に対し、災害などの 完全母乳ではない被災想定
緊急情報を固定電話やＦＡＸに一斉配信するためのシステム 乳児数16人のうち、半数の1日
を導入

備蓄資材の整備（拡充） 31 31 乳児のための液体ミルクの備蓄
分を備蓄

国土強靭化地域計画の策定（新規） 171 171

　・有識者懇談会の開催

事前防災、減災と迅速な復旧復興に資する（仮称）帯広市国土
強靭化地域計画の策定

左の財源内訳
事　　　　業　　　　内　　　　容

停電時においてもトイレ、水道を使用できるようにするため、水
道直圧化工事を実施

一部民生費及び教育費にて
計上

備　　　　　　　考

総 務 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

地域介護・福祉空間整備事業 244,104 244,104 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に基づく介護保険施
道補助金 設等の整備費を支援

244,104 　・看護小規模多機能型居宅介護事業所　1施設（定員　29人）
　・小規模特別養護老人ホーム 1施設（定員　29人）
　・認知症高齢者グループホーム　　　　　　1施設（定員　18人）

私立保育所運営業務（拡充） 347,352 215,840 131,512 へき地保育所6所の認可化及び民間移管 移管先法人
負担金 　・施設区分 社会福祉法人帯広保育事業協会

5,868
使用料

4
国庫負担金

140,741
道負担金

65,958
道補助金

3,269
　・給食の自園調理 1所⇒6所
　・保育サービスの充実
　　　乳児保育・延長保育の開始
　　　 2所（川西保育所、ことぶき保育所）

認定こども園等施設給付事業（拡充） 1,187,771 835,617 352,154 私学助成幼稚園から認定こども園又は施設型給付幼稚園に移
国庫負担金 行する5園と、新たに開設する認定こども園分園に対する給付

482,347 　・移行予定園
道負担金

353,270

備　　　　　　　考

民 生 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

令和元年度

へき地保育所 認可保育所 小規模保育事業所

川西保育所
清川保育所
ことぶき保育所
富士保育所
広野保育所
愛国保育所

愛国保育所ことぶき保育所

広野保育所清川保育所

富士保育所川西保育所

令和2年度

令和元年度

私学助成幼稚園 認定こども園 施設型給付幼稚園

令和2年度

柏林台カトリック幼稚園帯広の森幼稚園分園（新設）

帯西幼稚園帯広東幼稚園

第一いずみ幼稚園帯広藤幼稚園帯広藤幼稚園
帯広東幼稚園
第一いずみ幼稚園
帯西幼稚園
柏林台カトリック幼稚園
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

児童保育センター運営事業（拡充） 47,298 22,836 24,462 入所児童数の増加に伴い5クラブを追加開設 事業費総額　771,680千円
国庫補助金 　・栄分室、第2緑ケ丘、柏林台分室、若葉、川西

11,418
道補助金

11,418

ひとり親家庭等日常生活支援事業（拡充） 50 38 12 ひとり親家庭に対する家庭生活支援員の派遣等について、就業 事業費総額　345千円
道補助金 上の理由により定期利用できる対象家庭の範囲を拡大

38 　・対象家庭
　　　未就学児を養育する家庭
　　　　　　　　　　　⇒小学生までの児童を養育する家庭

被保護者健康管理支援事業（新規） 1,068 1,043 25 生活保護受給者に対する生活習慣病予防等の健康管理支援
国庫負担金 　・事業開始時期 令和3年1月から

74 　・事業内容 健診受診勧奨、頻回受診指導
国庫補助金

969

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

ロタウイルスワクチン予防接種事業（新規） 12,954 12,954 ロタウイルスワクチンの定期接種化 ロタウイルス感染症：
　・対象者 生後6～24週（32週）までの乳幼児 腸からの水の吸収が阻害され
　・標準接種 初回接種は生後2月～14週6日まで 下痢症等を発症
　・接種方法 ロタリックスは2回、ロタテックは3回経口接種
　・開始時期 令和2年10月（令和2年8月出生者から対象） 一部総務費にて計上

健康マイレージ事業（新規） 950 950 市民の健康意識や運動意欲の向上を図るため、歩数計アプリ 一部総務費にて計上
を活用したインセンティブ制度を導入
　・歩数等に応じて、アプリ利用者にポイントを付与
　・事業に賛同する協賛企業等からポイント達成者へ様々なサ
　　ービスを提供
　・アプリを通じた健診（検診）の申込

日高山脈襟裳国定公園国立化推進事業（新規） 300 300 国立公園の新規指定に向けた地元の機運醸成を図るため、帯
広市及び関係5町村でPR事業を実施
　・写真展の開催及び写真を利用した視点場マップの作成
　・講演会の開催

　

火葬場整備事業 88,688 75,800 12,888 昭和63年度に建設した火葬場について、安定的な稼働の確保
市債 に向け施設の長寿命化改修などを実施

75,800 　・火葬炉長寿命化（4・6号炉）
　・待合室及び廊下等のバリアフリー化　など

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

衛 生 費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

多面的機能支払推進事業（拡充） 28,866 21,649 7,217 地域共同による農地、農業用水等の資源の保全管理、農村環 事業費総額　186,854千円
道補助金 境の保全向上の取り組みに対する支援

21,649 　・交付金単価の増
　　　畑　 1,360円/10a　⇒　1,420円/10a
　・地域活動組織数の増
　　　南広野地区、八千代地区
　・広域活動組織への移行
　　　以平地区
　　　桜木地区0円/10　⇒　大正地区（広域）
　　　泉地区

明渠橋健全度調査 2,477 2,477 明渠橋の健全度調査
　・調査対象　　明渠橋7橋

道営水利施設等保全高度化事業 136,132 127,070 9,062 担い手の育成・支援と生産性・収益性の向上を図るため、農業 全体事業費　1,087,490千円
道補助金 基盤整備を実施 （道営事業全体分）

101,670 　・川西西2地区 区画整理・暗渠・土層改良
市債 　・大正中島地区 明渠・用水施設（畑地散水型）

25,400 　・川西北2地区 区画整理・暗渠・土層改良
　・大正北2地区 区画整理・暗渠・土層改良
　・大正南2地区 道計画樹立

森林整備促進事業（拡充） 7,071 7,071 国の温室効果ガス排出削減目標の達成や、災害防止等のため
基金繰入金 森林環境譲与税を活用し、森林整備及び担い手確保等を支援

7,071 　・私有林の現況調査及び森林所有者に対する施業提案
　・秋・冬季の私有林整備に対する補助
　・林道・森林専用道等維持管理業務を閑散期に発注

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

農 林 水 産 業 費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

市有林造成事業 43,519 39,838 3,681 第12次帯広市森林施業計画（平成28～令和2年度）に基づく
道補助金 整備

19,438 　・新植、下刈、地拵、間伐、受光伐、補植等
市債

20,400

市有林収穫事業 6,042 22,777 △ 16,735 第12次帯広市森林施業計画（平成28～令和2年度）に基づく
財産売払収入 間伐材等売払

22,777 　・皆伐売払、間伐等売払等

林道等整備事業 41,523 39,476 2,047 平成28年度の台風により被害を受けた林道の復旧に向けた
道補助金 橋りょう周辺工事及び林道改良工事

21,176 　・石山第2線（清水町羽帯）
市債

18,300

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

十勝・イノベーション・エコシステム推進事業 地方創生推進交付金活用

起業家育成事業 2,000 1,637 363
国庫補助金

363
基金繰入金

1,274

フードバレーとかち人材育成事業 5,513 2,756 2,757
国庫補助金

2,756

とかち・イノベーション・プログラム 12,000 9,824 2,176
国庫補助金

2,176
基金繰入金

7,648

十勝ドリームマップ会議 5,300 4,339 961
国庫補助金

961
基金繰入金

3,378

総合コーディネート機能整備事業 15,000 7,500 7,500
国庫補助金

7,500

地域の創業・起業を目指す人材に対し、産官学金が連携した支
援体制を整備することにより、持続的な事業創出を実現するた
めの仕組みを構築

創業・起業を身近に感じてもらう事業の一環として、十勝管内の
中高校生を対象に、Webページやスマホアプリの制作体験を通
じて、新しいことに挑戦する楽しさを学ぶプログラムを実施

帯広畜産大学との共同事業として、食・農畜産業分野での新製
品開発や販路拡大などの実践的な講義や実習を行うことによ
り、地域の経済発展に寄与する人材を育成

十勝地域で新たな事業創発起業を目指す人材が、地域外の革
新的な事業者などから新事業着想の刺激を受け、新事業の構
想を練り上げるプログラムの実施

事業創発へのモチベーションを向上させ、新たな人脈形成につ
なげるため、十勝の起業家人材と地域内外のイノベーターによ
る交流イベントを開催

十勝・イノベーション・エコシステムを推進するため、とかち財団
に起業希望者の総合的なコーディネートワンストップ窓口となる
コーディネーターを配置

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

商 工 費
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

新事業創発加速化事業

事業創発拠点事業 13,485 13,485
基金繰入金

13,485

　
十勝の起業家磨き上げ事業 1,769 1,769

基金繰入金
1,769

事業創発先進地視察事業 8,500 8,500
基金繰入金

8,500

十勝ものづくり総合支援事業 10,500 10,500
基金繰入金

10,500

フードバレーとかちプロモーション事業 30,000 30,000
基金繰入金

30,000 　・十勝と首都圏の起業家等が交流するネットワーキングイベン
　　ト
　・首都圏での十勝のイメージアップキャンペーン
　・域内外の人とのつながり強化のための地域マーケティング

十勝の起業家の事業磨き上げのため、旧起業家支援財団（神
奈川県）に関係する経営者等の協力を得て、十勝と神奈川によ
るビジネス交流会を開催

世界に新たな価値を発信するベンチャー企業が次々に生まれ
ている先進地域の調査・視察を実施

十勝帯広におけるものづくり産業の発展を図るため、十勝地域
の中小企業等を対象として、製品開発から技術導入、販路開拓
までを総合的に支援

十勝への投資と人的交流を活性化するため、十勝の先進的な
取り組みを首都圏に発信

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

創業・起業、事業創発を目指す地域の人材や支援者等が集
い、新たなチャレンジに向けた情報交換や勉強会等を行うこと
ができる拠点「ＬＡＮＤ」の管理・運営
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

フードバレーとかち構想推進事業 7,943 7,943 乳の価値向上の推進
　・十勝ヨーグルトプロジェクトの拡大
　・乳製品を活用した高齢者の健康増進

十勝の食の高付加価値化
　・加工業との連携による付加価値向上（商品開発）
　・首都圏・関西圏（消費地）への販路拡大

　
新たな地産地消モデルの構築を目指した地域連携
　・十勝型地産地消モデルの構築に向けた検証

大規模6次産業化の推進
　・域外企業と地域企業との連携に向けた調査等

企業立地促進事業

土地開発公社の資金調達に 　 債務負担行為限度額変更
対する損失補償 （平成30～令和5年度）

　・用地取得・補償 限度額　1,443,900千円
　・造成工事 　　　　　　　　　⇒848,400千円
　・予約販売

工業団地立地奨励金（見直し）

　・対象区域　西20条北工業団地→西19条北工業団地

帯広市土地開発公社が西19条北工業団地造成のために必要
な資金を金融機関から借り入れることに伴う損失補償

西19条北工業団地の分譲開始に伴い、工業団地立地奨励金
の対象区域を変更

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

（ 債 務 負 担 行 為 限 度 額 変 更 ）
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

企業立地促進条例（見直し）

　・労働生産性の向上に対する加算要件の新設
　・設備投資者と操業者が異なる場合に対応した要件の追加

元気な中心市街地づくり促進事業（新規） 5,000 5,000

　・上限額　　　　　  予算の範囲内
　・補助率　　　　　　審査点により変動（1/2、1/3）
　・補助対象経費　 運営費を除く事業開始費用

西3・9周辺地区市街地再開発事業 925,641 925,641
国庫補助金

462,755 　・所在地 西3条南9丁目、西4条南8～9丁目
基金繰入金 　・施行者 アルファコート帯広西3・9地区開発株式会社

46,486 　・整備内容　 新築工事（店舗棟、分譲マンション棟）、
市債 空地整備、解体工事

416,400

中心市街地の活性化を図るため、旧イトーヨーカドービル及び
周辺施設の一体的な再開発事業に対する補助

備　　　　　　　考

企業立地促進条例について、新たな支援要件の追加や現状に
対応した見直しを実施

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

中心市街地活性化基本計画の成果指標に寄与する事業者（人
材）の発掘及び育成のため、中心市街地活性化協議会委員の
審査や助言を活用した補助制度を新設

対象業種 助成額 限度額

投資額　2,000万円超 投資額の8％

雇用増　5人以上 10万円(15万円)/人

投資額　2,000万円超 投資額の6％

雇用増　2人以上 10万円(15万円)/人

投資額　2,000万円超 投資額の4％

食産業振興加算
食産業の振興に資する機械
及び装置の2％

新設・増設の上限内

低炭素社会推進加算 設備投資額の20％ 投資額分　1,000万円

労働生産性

向上加算（増設）

生産性の向上に資する

償却資産の1％
増設の上限内

増
設

投資額分　1億円
雇用増分　5,000万円

※通算限度額も同じ

加
算

工場等の新設・増設に対する助成

要件

製造業

リサイクル工場
新エネルギー電
気供給施設

植物工場

新

設

投資額分　1億5,000万円

雇用増分　5,000万円投資額　2,000万円超

（操業者雇用増5人以上）

投資額の4％

（設備投資者への助成）
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

十勝アウトドアブランディング事業 31,570 15,785 15,785 株式会社デスティネーション十勝に対する運営支援 地方創生推進交付金活用
国庫補助金 　・支援内容　 外部人材の招聘、事務所経費補助、

15,785 　　　　　　　　　 広告・販売促進費補助

アイヌ伝統舞踊観光コンテンツ化事業（拡充） 2,500 2,000 500 アイヌ舞踊の認知向上と演舞の観光コンテンツ化による将来的 アイヌ政策推進交付金活用
国庫補助金 な収益事業化

2,000 　・演舞機会の増及びプログラムの魅力向上
　・観光客向け体験コンテンツの開発

観光振興財源検討事業（新規） 204 204

国際友好都市相互交流事業 4,987 4,987
基金繰入金

4,987 　・訪問事業
　　　令和2年8月下旬～10月下旬（6泊7日程度）　16人程度
　・受入事業

備　　　　　　　考

朝陽市との国際友好都市締結20周年記念事業として、訪問団
の相互派遣交流を実施

　　　令和2年8月下旬～10月下旬（6泊7日程度）　16人程度

観光振興に係る新たな財源に関する検討を行うため、有識者に
よる検討委員会を開催

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

除雪機械整備事業 24,464 23,209 1,255 官貸車の増車
　　　 国庫補助金 　・凍結防止剤散布車　　0台 ⇒ 1台

16,309
市債

6,900

特殊舗装整備事業 226,000 203,400 22,600 特殊舗装打替工事
市債

203,400

一部令和元年度3月補正予算で
債務負担行為新規設定
47,000千円

オーバーレイ工事

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

土 木 費

路　　線　　名　　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

西8条北線 西8条北1丁目 L=47m、W=6m

西20南4・38号線 西20条南4丁目 L=94m、W=6m

西16南6・15号線 西16条南6丁目 L=107m、W=6m

西16南6・4号線 西16条南6丁目 L=77m、W=5m

稲田町東・56号線 稲田町東2線 L=158m、W=5m

稲田町東・36号線 西5条南39丁目 L=161m、W=6m

上帯広・19号線 上帯広町西1線19号 L=196m、W=4m

大正・東2線線 大正町東2線 L=250m、W=3m

西18南5・14号線 西18条南5丁目 L=222m、W=5m

水光園東・5号線 東14条南3～4丁目 L=276m、W=5m

西1・2条仲通丙線 西2条南20丁目 L=99m、W=6m

東1・2条仲通乙線 東1条南19丁目 L=110m、W=6m

西10条南甲2号線 西10条南3丁目 L=60m、W=9m

南12丁目仲通線 西11条南12丁目 L=111m、W=6m

稲田町東・44号線 西6条南40丁目 L=66m、W=5m

稲田町東・46号線 西6条南40丁目 L=188m、W=5m

大正・基線線 大正本町西1条2丁目 L=82m、W=5m

路　　線　　名　　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

富士・25号線 富士町西1線～基線 L=550m、W=6m

桜木・14号・大正12号線 大正町基線～東2線12号 L=380m、W=6m
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

道路側溝整備事業 32,700 29,400 3,300 側溝整備工事（雨水管の埋設、雨水枡新設）
市債

29,400

道路ストック修繕事業 4,000 3,800 200 道路舗装の計画的な補修
国庫補助金 　・補修工法検討業務　3路線

1,800
市債

2,000

1,711 1,026 685 近接目視・打音検査による道路標識の点検
国庫補助金 　・点検内容　部材の腐食、亀裂、ボルトの緩み、基礎の腐食等

1,026 　・点検箇所　門型標識　9基

道路新設改良事業 528,750 484,360 44,390
国庫補助金

142,260
市債

342,100

一部令和元年度3月補正予算で
債務負担行為新規設定
74,500千円

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

路　　線　　名　　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

緑ヶ丘公園南・7号線 西9条南27丁目 L=120m、W=4m

緑ヶ丘公園南・35号線 西11条南34丁目 L=150m、W=5m

緑ヶ丘公園南・3号線 西8条南27丁目 道路側溝改良調査

路　　線　　名　　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

大和通線 西17条南1丁目 用地、補償、物件調査

川西・稲田西2線線 西19条南42丁目～稲田町西2線 L=105m、W=13m、補償等

西11条南乙線 西11条南12丁目 L=97m、W=20m

大空町・14号線 大空町1丁目 L=100m、W=10m

以平5号・幸福28号線 幸福町基線～東1線 L=300m、W=3m

農村地区生活環境整備 川西地区・大正地区 L=1,100m、W=6m

市道現況調査
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

橋梁長寿命化事業 369,500 353,740 15,760
国庫補助金

217,740
市債

136,000

交通安全施設整備事業 10,500 9,400 1,100 歩道の再整備
市債

9,400
令和元年度3月補正予算で債務
負担行為新規設定

街路整備事業 340,029 312,100 27,929
国庫補助金

196,800
市債

115,300

公園整備事業

街区公園整備事業 13,700 12,950 750
国庫補助金

6,850
市債

6,100

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

路　　線　　名　　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

森の六線橋 西21条南6丁目 L=15m、W=11m

南一線橋 西21条南2丁目 L=96m、W=11m

養鯉橋 西11条南9丁目 L=31m、W=12m

開広橋 西8条南6丁目 L=22m、W=10m

南橋 西5条南32丁目 L=32m、W=21m

西13条橋 西13条南10丁目 L=22m、W=11m

柏西台橋 西18条南2丁目 L=24m、W=19m

空南橋 川西町西3線 L=37m、W=10m

愛国大橋 愛国町 L=602m、W=11m

補修詳細設計 2橋

定期点検 129橋

路　　線　　名　　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

南26丁目西線 西9条～西10条南26丁目 L=177m、W=4～5m

公　　園　　名 施　　工　　場　　所 事　　業　　内　　容　　等

北西第4児童公園 西16条北3丁目 園路・遊具施設等の整備

南町中央公園 西14条南34丁目 実施設計

路　　線　　名　　等 施　　工　　区　　間 事　業　内　容　等

青柳通 西8条南31丁目～西9条南34丁目 L=20m、W=18m、用地、補償等

学園通 西15条南41丁目～稲田町西1線 用地、補償等

18条通（光西橋） 西18条～西19条南3丁目 詳細設計等
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

中島緑地整備事業 131,408 123,821 7,587 中島地区エコタウン整備エリアにおける緑地整備
国庫補助金

58,721
市債

65,100

既存公園整備事業

公園バリアフリー化事業 23,500 22,250 1,250
国庫補助金

11,750
市債

10,500

公園施設更新事業 34,400 32,600 1,800 公園施設長寿命化計画に基づく公園施設等の更新
国庫補助金

17,200
市債

15,400

帯広の森整備事業 22,300 21,150 1,150 帯広の森の利活用のための園路の整備
国庫補助金 　・築山周辺園路の整備　　L=290ｍ

11,150
市債

10,000

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

公　　園　　名 施　　工　　場　　所 事　　業　　内　　容　　等

中島緑地 西21条～西22条北4丁目 用地取得、造成工事等

公　　園　　名 施　　工　　場　　所 事　　業　　内　　容　　等

めぐみ第１児童公園 西19条南2丁目

大和児童公園 西14条南4丁目
トイレ・園路の整備

公　　園　　名 施　　工　　場　　所 事　　業　　内　　容　　等

大通公園 大通南20丁目

豊成児童公園 西5条南37丁目

北親ふれあい公園 西8条北6丁目

柏南第2児童公園 西18条南3丁目

玄武第1児童公園 西15条北7丁目

南園児童公園 西19条南37丁目

木製遊具の更新
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

耐震改修促進計画の策定（新規） 2,035 2,035 0 第3期耐震改修促進計画の策定に向けた調査等
国庫補助金 　・計画期間　　令和3～7年度

1,017 　・揺れやすさマップ、建物被害想定マップの改訂
基金繰入金 　・市民アンケートの実施・分析

1,018

地域優良賃貸住宅整備事業 36,051 36,000 51 地域優良賃貸住宅の整備に対する補助
国庫補助金 　・子育て世帯向け　　新規建設20戸

16,200 　・地域優良賃貸住宅事業者選定委員会の開催
基金繰入金

19,800

公営住宅整備事業 503,566 491,122 12,444
国庫補助金

190,322
市債

300,800

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

団　　地　　名　　等 施　　工　　場　　所 事　業　内　容　等

市営住宅建替

 ・大空団地3街区 大空町1丁目 建設工事（2階建て2棟28戸）

　　（空1・2号棟） 外構・駐車場工事

（令和元～2年度・継続費2年目）

 ・大空団地4街区 大空町9丁目 基本設計、地質調査、除却設計、

　　（丘） アスベスト含有調査

ストック総合改善

 ・若葉団地 西17条南6丁目 屋上防水

 ・新緑団地 西21条南4丁目 外壁塗装、アスベスト含有調査

 ・大正第二団地 大正町443番地 屋根改修
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

柏林台出張所整備事業 14,471 14,471 消防署西出張所と隣接地区にある消防署緑ヶ丘出張所等を統 令和元～2年度 建設工事
合し、地域の防災力を集約した新出張所を整備 令和2年7月運用開始予定
　・事業実施主体　　とかち広域消防事務組合
　・建設予定地　 　　柏林台西町2丁目 全体事業費　274,971千円
　・整備概要　　　　　太陽光発電　2.94kW （令和2年度　組合事業全体分）

　・配置人員000000024人
　・配備車両000000005台（ポンプ車、救急車、分団車）

消防車両整備事業 2,229 2,229 水槽付消防ポンプ自動車の更新 　　事業費0000059,329千円
　・事業実施主体　　とかち広域消防事務組合 　　組合債　　0　57,100千円
　・配置場所　　　　　柏林台出張所 　　一般財源00002,229千円

組合ネットワーク構築事業 42,124 42,124 とかち広域消防局の事務の効率化を図るため、各署を繋ぐネッ 令和3年4月運用開始予定
トワークを構築するとともに、システムを統合し組織体制を強化
　・事業実施主体　　とかち広域消防事務組合 全体事業費　141,103千円

（令和2年度　組合事業全体分）

十勝川水系音更川水防演習 1,509 1,509 水害発生時の消防団の迅速な活動及び水防技術の向上のた
め、北海道開発局が主体となって実施する水防演習に参加
　・実施日　　　　　　令和2年6月20日予定
　・実施場所　　　　 音更川右岸河川敷パークゴルフ場上流 
　・参加人数　　　　 消防団員　55人

備　　　　　　　考

消 防 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

庁舎 資機材庫 訓練塔

構造 RC造2階建 S造平屋建 鉄骨造3階建

延床面積 914.88㎡ 36.99㎡ 90.00㎡
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

コミュニティ・スクール推進事業（拡充） 390 390 学校運営に保護者や地域住民が参画する「コミュニティ・スクー 事業費総額　702千円
ル」実施校の拡充
　・運営協議会設置数 8校5協議会 ⇒ 24校18協議会
　・協議会委員数 52人 ⇒ 182人

私立高等学校生徒授業料軽減事業（廃止） 0 0 国の高等学校等就学支援金制度改正に伴い、私立高等学校生 令和2年4月から改正
徒授業料が実質無償化されるため、市補助金を廃止

おびひろ市民学推進事業（新規） 4,204 4,204 帯広市の豊かな自然環境、歴史、伝統、文化、産業、地域住民
との関わりを通して「ふるさと帯広」に対する誇りと愛着を育み、
地域社会の一員として地域づくりに関わる子どもを育てるため
「おびひろ市民学」を実施
　・対象 全小中学校の児童生徒

教職員住宅整備事業 410 410 老朽化に伴う教職員住宅の改築
　・清川中教頭住宅（昭和50年築）
　　　地耐力調査

情報セキュリティ強靭化事業（拡充） 4,196 4,196 学校における情報セキュリティの強化
　・ネットワークの集約化
　・ファイアウォール機器等の設置

教材教具整備事業（拡充） 9,346 9,346 子どもの学びの質を高めるとともに、情報活用能力を育成する
教育環境を整備するため、小・中学校の各普通教室等に教材
等を映し出す大型提示装置（モニター）及び実物投影機を設置
　・大型提示装置　65台（小学1・2年生30台、中学1年生25台、
　　　　　　　　　　　　　　　  中学校特別支援学級10台）
　・実物投影機　 　47台（小学校）

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

教 育 費

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

就学援助費支給事業（拡充） 1,847 25 1,822 準要保護就学援助費及び特別支援教育就学奨励費の新入学 事業費総額　211,615千円
国庫補助金 学用品費等の支給単価を引き上げ

25 　＜準要保護就学援助費＞
　　・新入学学用品費
　　　　小学校　　50,600円 ⇒ 51,060円　　460円増
　　　　中学校　　57,400円 ⇒ 60,000円　2,600円増　他
　＜特別支援教育就学奨励費＞
　　・新入学学用品費
　　　　小学校　　25,300円 ⇒ 25,530円　　230円増
　　　　中学校　　28,700円 ⇒ 30,000円　1,300円増　他

学校施設長寿命化改修事業
　

大空地区義務教育学校整備事業 1,149,478 1,062,372 87,106 大空小学校と大空中学校を統合した施設一体型義務教育学校 継続費設定（令和2～3年度）
国庫補助金 の整備 事業費総額　3,205,758千円

279,072 　・整備地　　大空中学校 令和4年4月　開校予定
市債 　・整備内容

783,300 　　　既存校舎・体育館の長寿命化改修及び増築
　　　地域交流スペースの設置（コミュニティ・スクールの推進）

　 個別改修事業 25,000 25,000 市内の各学校における劣化状況が著しい部位についての改修
　・受変電設備の更新（緑丘小、第四中、清川中）
　・屋内体育館の外壁塗装（森の里小）

義務教育施設整備事業

学校トイレ洋式化事業 32,926 24,600 8,326 小・中学校の和式便器を洋式便器に改修
市債 　・改修基数　101基

24,600

煙突用断熱材除去事業 39,320 37,300 2,020 煙突用断熱材の石綿対策工事
市債 　・実施校　　2校（緑丘小、明星小）

37,300 　・気中濃度測定において石綿の飛散なし

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

26



主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

教育環境デジタル化推進事業（拡充） 10,887 10,887 中学校のパソコン教室の端末等更新に合わせ、一部の端末を 事業費総額　20,607千円
普通教室でも使用できる分離型タブレット端末に更新
　・更新台数 　 504台
　・分離型タブレット端末配置台数
　　　生徒用パソコンのうち5台に1台
　　　（標準的な中学校の場合、40台に8台をタブレット化）

動物園魅力アップ事業

動物園魅力アップ・発信事業（新規） 1,760 1,760 来園者が感じるおびひろ動物園の魅力動画を募集するとともに
これを活用したプロモーション動画を制作し、広報及び教育事業
に活用

動物園施設整備事業（拡充） 3,000 2,800 200 入園者が安全・快適に過ごすことのできる施設の整備 土木費にて計上
国庫補助金 　・園路整備実施設計

1,500
市債

1,300

2020フードバレーとかちマラソン開催事業 11,000 6,400 4,600 市民へのスポーツ機会の提供をはじめ、スポーツを通じた多様
雑入 な交流を促進することを目的としたマラソン大会の開催

6,400
　・参加人数（予定）　　約6,000人

大会・合宿等誘致事業

日本クラブユースサッカー選手権大会 2,000 2,000 第35回日本クラブユース選手権（U-15）大会の開催 東日本大震災に伴う影響により
開催事業 　・開催時期 令和2年8月中旬 平成23年度より帯広市で開催

　・開催場所 帯広の森球技場・陸上競技場　他
　・参加チーム 48チーム
　・参加選手・役員 約1,500人

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

　・開催時期（予定）　　令和2年11月上旬
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

東京2020オリンピック競技会聖火リレー 1,000 1,000 東京2020オリンピック競技会開催に伴う聖火リレー関連イベン
事業（新規） トの開催

　・開催日時
　・開催場所 帯広競馬場
　・実施内容 聖火リレーセレモニーの開催

オリンピックパネル展示　等

東京2020パラリンピック競技会採火式事業 300 300 東京2020パラリンピック競技会開催に伴う採火式の開催
（新規） 　・開催日時 令和2年8月13日～15日の間（1日）

　・実施内容 火おこし
障害者スポーツ体験イベント　等

東京2020パラリンピック合宿誘致事業 198 198 東京2020パラリンピック参加国の合宿を受け入れ、ホストタウン オリンピック・パラリンピック基本
（新規） として地域交流事業を実施 方針推進調査事業活用

　・受入国 チェコ・アルゼンチン
　・受入期間 令和2年8月3日～17日
　・受入人数 3競技40人
　・地域交流内容 採火式参加、日本文化体験　等

備　　　　　　　考事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容

令和2年6月14日
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

国民健康保険の持続的な運営 1,778,725 763,794 1,014,931 医療費の増等に伴う保険料の改定 事業費は一般会計繰入金
国庫負担金 　・北海道から示されている納付金4,563,296千円

170,948
道負担金

592,846

令和2年度の保険料率は、5月
に所得等が判明し次第算定

　　※基金による保険料上昇抑制（繰入額：63,308千円）

　・賦課割合の変更（所得割：均等割：平等割）
　　50：31：19　⇒　49：32：19　※令和6年度まで段階的に変更
　・賦課限度額の改定
 　 医療保険分あああああ 61万円⇒63万円
　　後期高齢者支援金分あ19万円（据え置き）　　99万円
　　介護納付金分ああああ 16万円⇒17万円
　・保険料法定軽減（2割、5割）の基準額改定

後期高齢者医療制度の運営 669,859 396,477 273,382 保険料の定時改定 事業費は一般会計繰入金
道負担金

396,477

　・賦課限度額の改定　62万円⇒64万円
　・保険料法定軽減（2割、5割）の基準額改定

保険料特例軽減の見直し
　・低所得者の均等割軽減
　　H30：9割軽減該当者　　R1：8割軽減、R2以降：7割軽減
　　H30：8.5割軽減該当者　R2：7.75割軽減、R3以降：7割軽減

備　　　　　　　考

国 民 健 康 保 険 会 計

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

低所得高齢者の介護保険料の軽減強化 202,107 151,580 50,527 平成27年度より段階的に実施されている介護保険料の軽減に 事業費は一般会計繰入金
国庫負担金 ついて、令和2年4月より完全実施

101,053 　・保険料基準額に対する割合
道負担金

50,527

ばんえい競馬の開催 29,087,268 29,087,268 ばんえい競馬開催
収益事業収入

27,491,919
手数料

1,427
財産運用収入 　・公正確保の対策

840   ・生産者支援
寄附金 　・情報提供の充実

1 　・更なるコスト削減
繰入金 　・中央競馬馬券発売体制の強化

901,296 　・厩舎建替及び厩務員用宿舎整備等への補助
市預金利子  　　　事業実施主体　十勝農業協同組合連合会

1
雑入

691,784

ば ん え い 競 馬 会 計

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

介 護 保 険 会 計

第１段階 第２段階 第３段階
軽減前 0.500 0.680 0.750
平成27年4月～ 0.450 0.680 0.750
平成31年4月～ 0.375 0.625 0.725
令和12年4月～ 0.300 0.500 0.700

令和元年度 令和2年度

開催日 151日 150日

ナイター開催 94日 94日

準ナイター開催 17日 26日
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

空港民間委託アドバイザー事業 45,100 45,100

　・各種契約手続及び事業継承に関する支援
　・更新投資手続に関する支援
　・モニタリング手法の検討支援　等

空港整備事業 1,731,900 1,703,000 28,900 滑走路・灯火の改良工事等
国庫補助金 　・滑走路改良工事　L=1,320m

1,154,600 　・滑走路灯火　　　 滑走路工事に伴う灯火設備の改良 1,440,000千円
道補助金 　・実施設計　　　 　 誘導路及び誘導路灯火

28,900 　・製造　　　　　　  　監視制御装置
市債

519,500

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

空 港 事 業 会 計

一部令和元年度3月補正予算で
債務負担行為新規設定

空港管理の民間委託に必要な準備作業などについて専門的知
見をもった業者に委託
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

水道料金・下水道使用料体系の検証 510 510 公営企業経営審議会を開催
内部留保資金

510

配水管整備事業 746,570 746,570 管路整備
企業債 令和2年度末

341,000 　水道管路の耐震適合率　84.4%
補償金 一部令和元年度3月補正予算で

5,570 債務負担行為新規設定
内部留保資金 219,200千円

400,000

稲田浄水場等施設整備事業

稲田浄水場設備機器更新 238,400 238,400 稲田浄水場の老朽化対策として、機器設備の更新を実施 継続費1年目（令和2～3年度）
企業債 　・沈殿池設備等の更新

238,400

中島配水場耐震診断 9,284 9,284 中島配水場の安全対策として、耐震診断を実施
内部留保資金 　・配水池及び配水池上屋　　　　　　660 ㎥（昭和61年築）

9,284

残留塩素計の設置 12,000 12,000 末端給水地点の水質計測を自動化するため、自動水質監視
内部留保資金 装置を設置

12,000 　・親局、子局1基

備　　　　　　　考

水 道 事 業 会 計
《 水 道 事 業 》

　・第８次配水管整備事業　 　　　　　1,320 m
　・管路近代化事業　　　 　　　　　　　6,010 m

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

災害対策事業 3,140 3,140 災害対応のための備蓄資器材等の充実
内部留保資金 　・大型水のう　　 　　　　　　  4組

3,140 　・インバーター発電機・小型物置 　　　　　　  1セット
　・ハンディケミカルポンプ 　　　　　　  2台
　・災害用備蓄庫の整備に向けた実施設計
　　（稲田浄水場旧発電機室を改修）

減圧弁室更新事業 30,591 30,591 簡易水道施設の老朽化による機器更新工事
企業債 　・川西地区 3箇所（昭和55、56年築）

30,500 　・岩内地区 1箇所（昭和61年築）
内部留保資金

91

川西地区受水切替事業 11,803 11,803 川西地区での安定した水道水の供給のため、十勝中部広域
企業債 水道企業団からの受水に向けた送水管布設の実施設計を

11,800 実施
内部留保資金

3

川西配水池等耐震化事業 27,599 27,599 川西配水池及び大正配水池の耐震診断及び実施設計を実施
企業債 　・川西配水池 1,126㎥（昭和57年築）

27,500 　・大正配水池   508㎥（昭和51年築）
内部留保資金

99

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

《 簡 易 水 道 事 業 》
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

公共下水道整備事業 513,500 513,500 雨水管整備 895 m 令和2年度末
国庫補助金 汚水管整備 220 m 　雨水整備率 72.2%

162,500 一部令和元年度3月補正予算で
企業債 債務負担行為新規設定

255,000 44,800千円
内部留保資金

96,000

下水道長寿命化事業 71,000 70,995 5 管渠長寿命化事業
国庫補助金 　・長寿命化工事 60 m

34,500 　・ＴＶカメラ調査 9,600 m
企業債 　・マンホール蓋調査 192 基

1,100
内部留保資金

35,395

帯広川下水終末処理場施設改修事業 66,000 65,845 155 十勝川流域下水道事業への汚水処理統合に向けた施設の
国庫補助金 改修等

24,800 　・汚水処理統合に向けた基本設計
企業債 　・場内配管工事

4,000 　・設備更新実施設計
内部留保資金

37,045

災害対策事業 2,000 2,000 災害対応のための備蓄資器材の充実
内部留保資金 　・下水道管内検査カメラ 1 台

2,000

《 下 水 道 事 業 》

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

下 水 道 事 業 会 計
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主　要　事　業
（単位：千円）

特定財源 一般財源

農村下水道整備事業 58,501 58,501 下水道未整備地区に点在する住宅の生活環境の保全及び
企業債 公衆衛生の向上を図るため、合併処理浄化槽を設置

40,200 　・整備基数 18 基
内部留保資金

18,301

事　　　　　　　業　　　　　　　名 事業費
左の財源内訳

事　　　　業　　　　内　　　　容 備　　　　　　　考

《 農 村 下 水 道 事 業 》
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